
 

 

 

１．受付期間 

   令和６年１１月１日（金）～ 令和６年１２月１０日（火） 

２．奨学生の資格 ※下記のすべての条件を満たす方 

（１）高等学校（中等教育学校の後期課程、高等専門学校または専修学校の高等課程を含む）、

大学（短期大学または専修学校の専門課程を含む）に在学又は入学しようとする方 

（２）学業成績が優秀で意欲があり、品行方正な方 

（３）経済的理由により修学が困難な方 

（４）確実な連帯保証人を２名つけることができる方（保護者を含む） 

※連帯保証人は、独立の生計を営んでいる満２０歳以上の方で、市区町村税を完納しており、 

 貸付けに係る債務を保証し得る能力があると認められる方 

（５）保護者が下野市に１年以上住所を有する方 

（６）他の機関から奨学金その他これに類するものの給付又は貸付を受けていない方 
 

３．貸付額 

（１）修学資金 

・高等学校奨学生   月額 ２０，０００円 

・大学奨学生      月額 ３０，０００円  

月額 ４０，０００円 

月額 ５０，０００円 

（２）入学一時金 
※入学一時金は、修学資金と併用でのみ貸付できます。 

○修学資金・入学一時金貸付の組み合わせ一覧（例） 

項   目 修学資金月額 入学一時金 貸付総額 償還月額（目安） 

高校生 20,000円 
100,000円 820,000円 約 11,400円 

― 720,000円 10,000円 

大学生 

(２年制） 

30,000円 
500,000円 1,220,000円 約 20,300円 

― 720,000円 15,000円 

40,000円 
300,000円 1,260,000円 21,000円 

― 960,000円 16,000円 

50,000円 ― 1,200,000円 20,000円 

大学生 

(４年制） 

30,000円 
500,000円 1,940,000円 約 16,200円 

― 1,440,000円 15,000円 

40,000円 
300,000円 2,220,000円 18,500円 

― 1,920,000円 16,000円 

50,000円 ― 2,400,000円 20,000円 

無利子 
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自由に選択 

※修学資金月額５万円貸付の方は入学一時金の貸付はありません。 

 



４．提出書類   教育総務課窓口（下野市役所３階）に提出してください。 

（１）下野市奨学金貸付申請書（様式第１号） 

（２）出身学校長または在学校長が作成した市奨学金貸付推薦調書（様式第２号） 

（３）成績証明書（在学生のみ） 

（４）学生証の写し（新入学生のみ・入学後に提出） 

（５）在学証明書の写し（在学生のみ） 

（６）連帯保証人２名（うち１名は保護者）の印鑑登録証明書 

（７）保護者以外の連帯保証人が市外在住の場合（令和６年１月１日現在で市外に住民 

登録があった場合も含む）は課税標準額が記載されている証明書等及び市区町村税 

納税証明書（●奨学生として決定した場合は、奨学金借用証書兼誓約書（連帯保証人２名の署

名及び実印）等の提出が必要となります。） 

５．奨学生の選考 

   下野市奨学金貸付審査会において書類審査を行い決定します。 

学習成績の評定は概ね ３．０（平均）以上を基準とします。 

   収入基準についてはＰ３～Ｐ４（栃木県育英会奨学生募集要項から抜粋）を参考 

にして下さい。 

６．貸付期間 

   正規の修業期間  ※本人名義の口座に年２回に分け、振り込みます。 

７．償還期間及び償還方法        

   貸付期間の２倍または２．５倍の期間内に償還。（貸付額により変動します。） 

   ※奨学金は無利子ですが、償還が遅延した場合は延滞金が発生する場合があります。 

 

修学資金 月額４万円を受けた場合 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

大学１年生 

大学４年生 

卒業１年目 

卒業２年目 

卒業 11 年目 

償還総額 １９２万円 

月賦  １６，０００円×１２０ヶ月 

（卒業２年目～卒業１１年目の計１０年間で償還） 

 

※償還年の４月に、当年度１２か月分の納付書を 

送付します。納期限までに償還してください。 

貸付総額 １９２万円 

（４万円×１２ヶ月×４年間）  

修学資金         

条例により卒業２年目から償還開始 

 

【例】 

大学生（4年制） 

２ 



 

所得が奨学金貸付対象になるかどうかの判定例 

 

 【世帯の状況】 

・長女が大学進学のため奨学金を申請する場合 

・家族構成は 父、母、長女（奨学生）、次女（妹：小学生） 

長男（弟：小学生） 

・父親の年間所得金額（課税標準額）が ４００万円 

・母親の年間所得金額（課税標準額）が ３００万円 

  

手順① 令和５年（前年）中の「課税標準額」を調べる。 

※下野市在住で住民税が課税されている方は、市民税住民税決定通知書等を参照 

してください。 

⇒ 次ページの所得要件算定基準額の計算式により、 

世帯の基準額を計算します。（世帯合算） 

 

手順② 上記①で求めた金額が所得要件算定基準額【３８１，５００円】の範囲内で 

あれば貸付対象となります。     

 

 

【計算式】 

① 父親の基準額の計算  

４００万円（課税標準額）×６％      ＝  ２４万円（基準額） 

   ② 母親の基準額の計算 

３００万円（課税標準額）×６％      ＝  １８万円（基準額） 

   ③ 世帯合算の基準額の計算（①＋②） 

      ２４万円 ＋ １８万円          ＝   ４２万円（世帯合算基準額） 

   ④ 市民税調整控除額の計算 

     （基礎控除５万円×５％＝2,500円）×２名  ＝   ５千円 

   ⑤ 多子控除 

      ４万円 × １人             ＝   ４万円 

   ⑥ 控除額を差し引いた額の計算（③－④－⑤） 

４２万円 － ５千円 － ４万円 ＝ 所得要件算定基準額  ３７５，０００円 

 

   ⑦ ３８１，５００円以下なので、貸付対象となります。 

 

収入および所得の上限額の目安 

 

世帯人数 家族構成の例 
世帯の年間給与収入金額 

（☆が会社員等） 

世帯の年間所得金額 

（☆が自営業等） 

３人 
本人、親１(☆)、 

親２（無収入） 
１，１１３万円 ８７９万円 

４人 
本人、親１(☆)、 

親２(☆)※１、中学生 
１，２５０万円 ８９２万円 

５人 
本人、親１(☆)、親２ 

中学生、小学生 
１，３３４万円 ９５８万円 

３ 



４ 

 

所得要件算定基準額 
 
父母またはこれに代わって家計を支える人の給与収入金額または所得金額に基づき、 

下記の計算式により算出した額です。 

 

所得要件算定基準額  ＝  課税標準額 × 6％  ・・・（注①）  

              －（市民税調整控除額） ・・・（注②） 

              －（多子控除）         ・・・（注③） 

              －（ひとり親控除）   ・・・（注④） 

 

 

注① 課税標準額とは、市民税・県民税の計算の基礎となる金額です。特別徴収税額決定

通知書や課税証明書において、「課税標準額」、「課税総所得額」と記載された金額で

す。 

 

   ※給与所得者以外の所得額については、収入金額から必要経費（売上原価や営業経

費等を差し引いた金額が総所得額になります。（１万円未満切捨て） 

 

注② 市民税調整控除額の計算式は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注③ 父母またはこれに代わって家計を支える人が、2人を超える子ども（就学者又は就学

前の子）を扶養している場合、2人を超える子どもにつき 40,000円を控除します。 

 

注④ ひとり親世帯に該当する場合、40,000円を控除します。 

 

 

  

≪提出先及び問い合わせ先≫    

下野市教育委員会事務局 教育総務課 （下野市役所３階） 

〒３２９－０４９２  下野市笹原２６番地  ℡ ０２８５-３２-８９１７  


